
      国土審議会計画部会第５回ライフスタイル・生活専門委員会 

 

         日時：平成17年12月19日（月）  14：03～16：04  

場所：中央合同庁舎２号館低層棟１階共用会議室2A2B 

 

 

                   開  会 

 

○委員長 ただいまから第５回ライフスタイル生活専門委員会を開会いたしたいと思いま

す。委員の皆様におかれましては、年末のお忙しい中をご出席いただきまして、誠にあり

がとうございました。 

 

議 事 

 

○委員長 早速議事に入りたいと思います。 

 本日の議題は大きなもの３つございます。第１が「第５回計画部会及び第８回国土審議

会における報告」、２つ目が「団塊の世代の今後の暮らし方・生き方（２）」、それから

３つ目が「人口減少下の都市圏のあり方（３）」でございます。 

 それでは、「第５回計画部会及び第８回国土審議会」における報告につきまして、事務

局より説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○事務局 第５回の計画部会ですが、１２月８日の木曜日に開催されました。それから総

会ですが、先週の１６日の金曜日に開催されておりますので、概要をご報告いたします。 

 資料２－１と資料２－２をご覧いただきたいと思いますが、資料２－１が、計画部会、

総会両方に配られました「計画部会における検討状況」というものでございます。１ペー

ジ目に、この計画部会の５つの専門委員会について記載されており、我々のライフスタイ

ル・生活専門委員会が一番上にございます。 

 ２ページ目をご覧いただきますと、それぞれの専門委員会での「主要な論点に係る計画

部会の主な議論」こういうので整理をしたものです。ライフスタイル・生活専門委員会に

つきましては、そこの四角囲みにありますけれども、この６個の論点についてご報告をし

てございます。 

 それから、どのような意見が今までの計画部会、専門委員会にあったかということを、

下に載せております。 

 ３ページ以降は、それぞれのほかの専門委員会について、同様の資料が付いております。

その後、開催状況、それから委員の名簿が付いております。 

 それでは、もう一つ資料２－２でありますけれども、その議事概要を付けてありますの

で、この計画部会の議事の概要についてご報告をいたします。 

 最初に鬼頭委員長からお話がございました。紹介させていただきますと、２１世紀は人

口減少社会で、出生率が回復したとしても、この計画のターゲットとする期間では人口減

少は避けられない。また、２１世紀は文明の成熟の時代で、新しい伝統、ライフスタイル

をつくり上げていくことが必要であるということでした。人口減少社会に対しては、４つ
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の人口という方策を考えるべきだと。それから、多選択社会の実現がポイントになり、多

様な方式が選べるようにしていきたいと。私見だがということで、多選択社会の実現に向

けて、最初の２０年は、何が新しい社会か試行錯誤していくことになるのではないか。そ

の後、新しい伝統が形成され、官・民・地域社会の役割がおのずと決まってくるのではな

いか。それから、都市の課題については、生活圏域がどうあるべきかを検討しているとこ

ろだと。具体的な数字で考えるのがいいのか、いろいろな考え方の圏域があり得るという

意見もある。それから、人口減少社会では、都市の人口も減少する。計画的な都市のコン

パクト化を視野に入れるべきと考えている。その中では、広域的な役割分担も考えていか

なければならない。このように、最初に委員長の説明がありました。 

 それぞれの委員長が、また、同じように説明がありまして、それをまとめて資料２－２

で、その後の主な発言がお配りしている議事（概要）でございます。ポイントだけお話し

しますと、最初の「・」でありますが、今度の計画は、指針性が問われている。各地域が

多様化していく中では、すべてに通用する処方箋というものはない。きめ細かい整理が必

要だ。思想性をしっかり示さないといけない。コンセンサスベースの計画とするなら、収

斂するところは、はじめから見えている。こういった話がございました。 

 それから５番目でありますけれど、人口減少下で日本が経済活力をつけていくためには、

将来的に外国人なしでは難しいのではないかと。あるいは、留学生の社会的地位を高めて

いくことは、２１世紀中を見通せば、重要な観点ではないか。留学生に対する国としての

基本的なポリシーを明確化することが必要だ。それから、その次の文化や景観の概念をよ

り強く打ち出していくことが必要ではないか。こういう視点もありました。ページをめく

っていただきますと、例えば３つ目の「・」でありますけれども、都会の人が地域の集落

に戻ることは難しいだろう。情報交流人口のようなバーチャルな方法が現実的ではないか。

交流人口を増やすには、現状の移動のコストは高いく、移動のコストについても今後考え

ていかなければならない。こういったような指摘がございました。 

これが計画部会であります。 

 それからもう一つが総会ですが、これは実は先週の１６日に開催したばかりですので、

私から口頭でどんな意見があったかだけをご説明をさせていただきます。また、議事概要

ができてきたら、再度お配りしたいと思います。例えば、この４年間で汐留をはじめとす

る都市開発が盛んに行われており、東京の人口が増加している。自立した地域をつくろう

としても、地方だけでは無理だ。国の支援が必要だというようなコメントがありました。

それから、ライフスタイルや生活の面で、多選択社会やユニバーサルデザインの視点がよ

り重要だと。また、自立地域社会の面では、ユビキタスやＩＴ、デジタルデバイドの解消

などといった高度情報インフラの整備が重要という指摘がございました。それから、生活

圏域については、人の交流状況によって変わるものであり、人口規模や時間で区切るのは

無理があると、こういうご指摘もございました。それから、これは産業展望ですが、産業

展望、東アジア連携については、全国計画の中で、九州ブロックがその牽引役となるとい

う位置づけが重要で、また、労働力の受け入れという観点から、相手国の多様な文化や人

権面での国民の理解が重要ではないかと。こういうご指摘がございました。それから、持

続可能な国土管理については、国交省内でも、ユニバーサルデザインなどの有効な施策が

多くある。それらの施策や他府庁の施策ともうまく連携させて計画をつくっていただきた
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い。あと最後に労働力という観点で、経済政策や福祉政策や、各府省の政策とどう連携し

ているか、その相互性が必要であるということで、これについて中間取りまとめまでに議

論をしておいてほしい。それから、女性や障害者などが生活しやすい、あるべき将来像を

検討してほしいというような指摘がございました。以上です。 

○委員長 どうもありがとうございました。ただいまの報告について、何かご質問等はご

ざいますでしょうか。 

○事務局 国土審議会の総会は、国会議員の先生方も多数ご出席でした。やはり国土の均

衡ある発展という考え方、要するに東京一極集中に対して、地方に対して広域的な要請が

十分にあるという視点の意見が、そういう先生方や地方の代表の方から 

出されたということでございます。 

○委員長 そうすると、先ほどの第８回の国土審議会のことで、冒頭で東京への人口集中

がますます進んでいるのではないかというご指摘があったわけですが、やはり相当地方の

側からの憂慮というか、何とかやってくれというのが強いということですね。 

○事務局 そうですね。そういう感じです。 

○事務局 国土審議会でもエピソード的にこんな話が紹介されました。農村で村会議員と

か、おじいちゃん、おばあちゃんが一生懸命要望されて、橋を架けたと。そうしたら、そ

のおじいちゃん、おばあちゃんは東京に出てしまい、結局、その橋を使う人があまりいな

いというような形になってしまったと。この事例から、やはり農村における住まい方とい

うことでも、均衡ということで全部ばらまくのではなくて、人がいなくなっていいという

ことではありませんが、ある程度集約化して住むような考え方も議論をしてほしいという

話がありました。そういう形でバランスよく議論をしてほしいという発言もあったという

ことは知っておいたほうがよいかもしれません。 

○委員長 そうしますと、ここでも大都市圏の問題や非都市圏の問題が出たりしているわ

けですけれども、全体として、均衡あるというのがどういう意味の均衡かにもよりますけ

れども、どういう国土形成をしていくかということがはっきり見えてくれば、それなりの

地域の対応があるとか、あるいは納得していただけるとかいうことになるということでし

ょうかね。やはり地域を背負って出ていらっしゃっている市長さんとか知事さん方は、現

状を守りたいという意識は強いでしょう。 

○事務局 審議会の場で、大西隆委員ご自身が参加されて経済産業省でやられた都市圏の

今後の人口増減、それからまた、それぞれのＧＤＰの推計値が出まして、１週間以上前に

新聞に出ました。そのことを報告されました。人口については、東京圏以外は全部減少と

いう結果が出ていますし、その圏域別の経済成長についても、たぶん３１圏域ぐらいしか

成長しないという結果が出ているのです。そういうこともありまして、一部にはそういう

地方圏に対する危機感が出てきたのですけれども、その一方で、今のような国会議員の先

生からも、必ずしも集落をすべて維持し続けるのはできないかもしれないというような懸

念の声も聞かれたというような状況でございました。 

○委員長 わかりました。ありがとうございます。今の件につきましては、いかがでござ

いましょうか。 

 それでは、続きまして第２の議題になりますが、「団塊の世代の今後の暮らし方・生き

方」というテーマの第２回目になります。本日は、高齢者の在宅ケアに造詣の深い、ＮＰ
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Ｏ法人千葉・在宅ケアネットワークピュアの藤田敦子代表にお越しいただいております。

そこで、「在宅ケアの現状と課題」というタイトルでご講演をいただくことにしておりま

す。はじめに事務局から簡単に説明していただいて、その後、藤田代表にお話しいただく

ということで、まず議論はお二人の報告が終わった後にまとめて進めたいと思います。 

 それでは、よろしくお願いします。 

○事務局 私から、最初に問題意識だけをお話をいたしますと、「団塊の世代の今後の暮

らし方・生き方」の１回目は、実は１１月２１日に検討させていただきました。内容は、

中山委員から、「団塊の世代のライフスタイル」ということで、男性・女性を含めた価値

観の変化とか、働き方、それから過ごし方、こういった話をお話いただきました。 お手

元の資料の資料３－２がありますけれども、１ページ目をいただきたいと思います。これ

は野村総合研究所から出ました『ベビーブーマー・リタイアメント』という本から抜粋し

たものでありますけれども、前回のメインはアクティブ高齢期でした。「二地域居住」な

んかもまさにこのアクティブ高齢期だと思いますけれども、その後には必ず要介護高齢期、

あるいはここにありますようなターミナル期と、こういう時期が来るのは間違いないわけ

です。ですから、この辺りの話をもう少し勉強してみたいなという問題意識であります。 

 例えば３ページ目をご覧いただきたいと思いますけれども、高齢者向けの住宅や施設な

どもいろいろなものが出てきております。４ページ目にどんなものかというのも書いてあ

ります。ただ、５ページをご覧いただくと、高齢者が虚弱化したときに望む居住形態とし

ては、依然として自分の家で住みたい、こういう希望があるというのが現実ではないかな

と思います。その際、最初に申し上げましたように在宅ケアは一つの重要な役割を果たす

と認識しております。この辺りの課題を一度勉強してみたいという問題意識で、本日、藤

田さんにおいでいただきました。以上でございます。 

○委員長 それでは、続きまして、藤田代表よりご講演いただきたいと思います。よろし

くお願いいたします。 

○講演者 はじめまして、藤田でございます。よろしくお願いいたします。 

 資料３－１をご覧くださいませ。「在宅ケアの現状と課題」ということで、厚生労働省

の資料などを用いましてご説明をさせていただきます。 

 １ページ目を見ていただきたいのですけれども、これは内閣府が出しました「高齢者の

住宅と生活環境に関する意識調査」（平成１３年）です。「虚弱化したときに望む居住形

態」ということで、岩瀬計画官からご説明がありましたように、「現在の住宅にそのまま

住み続けたい」という方が３６．３％となっております。それから、現在の住宅を改装し

住みやすくする」というお答えも２１．４％ということで、やはり半数近くが、どこかに

移るということではなく、現在の住宅に住み続けたいというご希望がおありでございます。 

 次のページお願いいたします。これは、ただいま介護保険が来年度から動いてはまいり

ますけれども、現在どのような形になっているかということで、要介護別にサービスの利

用状況をまとめているものです。１ヶ月だけのものですけれども、要支援、要介護１です

と、居宅サービスという形なのですけれども、だんだん要介護４、要介護５になっていき

ますと、介護療養型医療施設、介護老人保健施設、介護老人福祉施設などで半数を占める

状況になっております。ただ、今後、来年度介護保険が変わってまいりまして、かなり要

支援、要介護１を介護予防へ回していくこともございますし、介護療養型医療施設におき
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ましては、これを介護老人保健施設、介護老人福祉施設へ移行しなさいというようなもの

も出ております。 

 次お願いいたします。どのようなサービスが居宅のところで行われているかということ

で、少し持ってきたものです。パーセンテージを見ていただきたいと思うのですけれども、

訪問介護、通所介護、それから通所リハビリや福祉用具を借出し、そういうことはかなり

多く出ています。居宅の場合は、三大といわれておりまして、まずヘルパーです。それか

ら外に出ます通所、こちらと、ここでは２．３％という形で出してあるのですけれども、

福祉用具でも、ベッドとか車椅子とかそういったものが出ているという形で、かなりその

方の生活に合った住宅改修を行いながら、そういうような形の福祉用具ではないと思って

いただいてよろしいかと思います。 

 次お願いいたします。私どもが最後まで家で住み続けるまちづくりをテーマにしており

まして、主に在宅ホスピスケアという形で活動をさせていただいております。これは厚生

労働省が「終末期医療に関する意識調査と検討会」を催しまして、ここでは、がん患者、

脳梗塞など、ＡＬＳなどの難病、それから痴呆の方ということで、３種類という形で設け

たのですけれども、今回お持ちさせていただきましたのは、がん患者に対してということ

のアンケートの結果でございます。総トータルなどは今回ここには入れてないのですけれ

ども、自宅で最後まで療養することは実現困難であるというお答えをしております。一般

が６６％、医師が５２％、看護が４８％、新しく介護ですね、こちらも今回アンケートを

いたしました。それが５６％の中で、やはり家族の負担になるということで、自宅で最後

まで療養することは実現困難と答えている方がとても多くございます。それから、病状急

変時に在宅にいるのはとても無理だというご判断になっています。そして、医師はそれほ

ど答えていないのですけれども、やはり経済負担を挙げておられる方もおいででございま

す。これは保険などで、入院したときに１日５，０００円とかそういう形の給付があるの

ですけれども、在宅にいる場合はそういったものがございませんので、そのためのヘルパ

ーを雇うなど、そういったことの経済負担がかなりあるという判断になっております。ま

た、情報提供の形では、自宅に来て往診する医師、それから訪問看護が整っていないため

に２４時間対応ができず、自宅で最後まで療養することは実現困難という答えになってお

ります。そして、ここで一般の方のお答えが、訪問看護とか、２４時間対応というところ

が少し少なくなっておりますのは、実際に介護をした経験のない者には、どのような状態

で在宅しているのかということが一切わかりませんので、そのためにこのように答えが少

なくなっていると思われます。また、訪問看護も、やはり一般には周知がまだ整っており

ませんで、在宅でどのようなことをしてくださるのかということが一般にはわかりづらい

状況のために、このように少なくなっている状況でございます。 

 次お願いいたします。これはよく出されています平成１３年度の「人口動態統計」です

けれども、やはり自宅のほうがどんどん少なくなっておりまして、病院が約８割死亡場所

という形の推移になっております。 

 次お願いいたします。今回いただきました「在宅ケアの課題」という形で少しまとめさ

せていただきました。まず、３６５日の２４時間の安心ということが介護を受ける患者・

家族の安心につながっているという答えがかなり多くございます。そのために、介護であ

ったり、医療であったりというところで、その２４時間の安心をどのように整えていくか
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ということが課題になっております。それと、「住まいと道路などのバリアフリー」と書

いてございますけれども、住まいにつきましては、多くが和式建築でバリアフリー化にな

っていない住居ということで、かなり車椅子を使いながら住み続けることが困難だという

こともあるのです。それに介護をするということはかなりストレスがございまして、どう

しても、家族間の言い争いとかそういうことが行われてくるのです。そのときに毎回同じ

お部屋の中で顔を合わせているということでいろいろな問題を生じてまいります。そうい

ったことも日本の住居はなかなか分かれて、専用の部屋で療養をする場所を得られないと

いうことも問題になっております。それから、「団地の住み替え」とありましたけれども、

首都圏では、かなり公団住宅があるのですけれども、上の階の住居から外へ行くために、

たったの５段を下りることができずに助け合いの会に手を貸していただかないと、そこに

住み続けられないというようなこともございます。そのために１階へ移れる方法はないか

ということが千葉県の会議でもあったのですけれども、なかなか制度上でそれが難しく、

購入をしている場合は、上の階の住居から移るために、そこを売るのに、買ったときの値

段のままでは売れないというような、そういった問題も出てございました。それから、

「ケアマネジャーの力量不足」のために、上手に在宅の中にいろいろなものを入れていか

れないという問題もございます。「情報公開不足、選択になっていない」というのも、ま

ず、ケアマネジャーを選んでから、そのような在宅ケアが届けられるという状況ではござ

います。では、ケアマネジャーがどのような力量を持った方なのか、どのような種類の方

なのか、また、どのような分野を得意になさっておられる方なのかというふうな情報公開

が行われておりません。それから、「身近なレスパイト場所」という形で街角デイと書き

ましたけれども、レスパイトといいますのは、家族の休息と一般にいわれております。先

ほど申し上げましたように、特別な療養の場所を得られないということもございまして、

そのために家族の休息が必要だということなのですけれども、介護保険の中に入りません

とそういう形もとれませんし、もっと身近な場所のデイが、そのような形ができる場所が

必要ではないかとなっております。それから、「身近に相談できる場所」が必要だという

話もございますが、これは来年度、地域包括支援センターをつくりまして、少しそれに沿

った形にしていきたいというふうなものが厚生労働省から出されております。そして、こ

れは千葉県で、後ほど資料でお見せいたしますけれども、在宅でなくても、「地域の人、

場と離れない住まい」、そういったものをたくさんつくっていかなければいけないのでは

ないかということを、これは全国的にもいろいろなところで試されております。厚生労働

省からは、小規模多機能、または、特養とかそういう大きな施設をサテライトという形で、

小さく分割した形のものを幾つか設けて、住まいのそばにそういったものを設けていくと

いう方策が来年度とられてまいります。そして、私どもからの意見ですけれども、これは

ケアを受けるということではなくて、これからそこの場所に住み続けるためには、や「い

きがいとか、与えられるだけではない存在と感じられる」ものもつくっていくことが必要

であると思っております。 

 次お願いいたします。「在宅ケアを支えるもの」ということでまとめさせていただきま

した。住むための住居、それから介護保険などそういったサービスを使いこなせるだけの

経済的な基盤が必要になってまいります。それから、介助を受け、毎日のお食事が届けら

れるような状況、そして、住まいがとてもきれいになっているような家事、日常動作が簡
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単にできるような住宅改修なども必要になってきます。生活圏内の移動という形ですけれ

ども、一般的に生活圏内といわれますと、中学校くらいという形の顔の見える関係性が一

番いいと思います。ただ、生活圏内という形ですと、病院に通うなど、そういう形も高齢

者の方はございます。そうしますと、一つの市町村の中で収まらず、ちょうど境目ですと、

二次医療圏という場合もございます。緊急通報・２４時間ケアは、先ほど申し上げました

ように、安心を届ける医療施設とか、そういった介護施設にいないという不安をなくすた

めのものが必要だと思います。それから、今後、病院では、短期に退院するという形をど

んどんとられてまいりますので、身体に医療処置を付けたまま在宅に戻られる方がかなり

多くなってくる問題がございまして、在宅医療など、医療がある形でデイを行える場所な

ど、そういった医療がとても必要になってまいります。それプラス、身近な場所での相談

体制、それから生き甲斐や、地域の場と人と離れずその人たちと一緒に暮らしていくとい

う観点が必要ではないかと思っております。 

 次お願いいたします。私は、船橋市の中の地域福祉策定委員の副委員長をさせていただ

きまして、船橋市の場合は２３コミュニティ、その中核の中に一つずつ社会福祉協議会の

子分といいますか、地区社協という言い方をしているのですけれども、そういうものをつ

くりまして、その中でミニデイサービスとか、助け合い活動とか、子育てサロンとか、あ

らゆるパーソナルアシスタンス活動を行っております。その中の私が活動させていただい

ています地区社協の、ある助け合いの会から出していただいたデータを今回お持ちさせて

いただきました。実際的にどのようなことで悩まれて、どのようなことが助け合いの会に

依頼があるかといいますと、毎日のお食事のための炊事が１２１件、庭の手入れ、掃除、

買い物、散歩の付き添い、そして、高齢者だけではなく、その中には子育て真最中の方が

いらっしゃいまして、保育が今、助け合い活動の中では大きくクローズアップされている

状況でございます。それと、外出の付き添い、薬取り、力仕事、そして、件数的には少な

いのですけれども、身の回りの世話とか、家事一般とか、市役所などの手続き、パソコン

とか、家庭内の修理という形が出てまいっております。先ほどご説明申し上げましたよう

に、来年度、介護保険の要支援、介護度１がかなり予防のほうに入りまして、その方々に

機器を使いまして筋力トレーニングなどを行っていただくことを条件として、今まであり

ましたヘルパーの介助支援が行われていくという方向性になっていると聞いております。

そういたしますと、ほんのちょっとの助けがあれば、そこの場所に暮らしていかれるのに

という方に対して、介護保険では助けにはなっていかないという状況になっております。 

 次お願いいたします。今回、千葉県から参りまして、千葉県では、今、プロジェクト・

ブレーメンという形で行われております。そのうちの２つを持って参ったのですけれども。

このプロジェクト・ブレーメンとは、ロバ、イヌ、ネコ、オンドリが、それぞれ自分たち

の特徴を生かして、協力しながら泥棒を退治し、楽しい音楽を奏でながら仲良く一つの家

で暮らしたいというグリム童話の『ブレーメンの音楽隊』からヒントを得たものというこ

とで、千葉県民一人ひとりが、障害の有無や年齢に関係なく、みんながそれぞれの持ち味

を出しながら、仲良く暮らしていける地域社会を創っていきたい、という願いを込めて、

このようなサブタイトルをつけさせていただきました。ですので、今回、高齢者という形

でお呼びさせていただいたのですけれども、私ども千葉県では、先ほどのパーソナルアシ

スタンスは、高齢者とか子どもとか障害者とかそういった区別なく、その人自身に対して
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サービスを提供したり、場を提供したりしていかれないかということを今話し合っており

ます。その中で、住まいとかまちづくりに関係いたしますものといたしましては、様々な

方が集う住まいの場（ブレーメンのお家）研究会、『誰にもやさしい』まちづくり研究会

などが行われております。これは千葉県のプロジェクト・ブレーメンをホームページ上で

見ていただきますと、全文が出てまいります。 

 そして、その中の『誰にもやさしい』まちづくり研究会で話し合われました内容ですけ

れども、「みんなでつくる新しい“新しいブレーメン型”地域社会実現の核となる取り組

み例」ということでまとめております。こちらをぜひ今回皆様にご説明したいと思いまし

てまいりました。「多世代・多分野居住・サービス提供型集合住宅」が今、全国的に各地

で行われつつあります。現在の国土交通省から出されている規定とか、厚生労働省から出

されている規定の中では収まりきれない、例えば高齢者だけでしたらば、有料老人ホーム

という形ができるのですけれども、その中に子育てだったり、若者に１人住んでいただい

て、高齢者をちょっとみていただいたり、子育て支援のサロンをつくってみたりとか、そ

ういうような多世代・多分野を全部入れた形で住んでもらうという形が試されております。

ここでは、その中に在宅サービスの拠点や保育機能が空間的に融合されていくのがいいの

ではないかというふうにまとめてございます。 

 そして、「地域資源を活用した地域の活性化」ということで、地域の高齢者や障害者、

お母さん・お父さんたちが自らの経験・特技を生かした体験ゾーンを自宅や公共スペース

等に確保し、地域に住む子どもたちの学習・経験の場として、また、地域外の者が観光に

訪れる福祉・観光・教育の相乗効果を目指していったらどうかということも話し合われて

おります。そして、その隣にありますが、道路や公共施設、公園等のハード部分に、「新

たな地域福祉像」を目指すソフトと融合して、地域住民一人ひとりに優しい拡がりの空間

を持ったりとか、みんなが活躍できる環境づくりをしたり、誰にも優しい地域、学校づく

りを設けていったりしながら、多世代・多分野がサービス機能を持ちながら共存していけ

る社会を目指していったらどうかという形をまとめてございました。そして、一つの形と

しては、よく話し合われているのですけれども、空き店舗等を活用した多世代交流や商店

街の活性化をどんどん進めていかれないかということを協議してまいりました。先ほどお

出しさせていただきました助け合い活動も、団地の中の１つですけれども、もうほとんど

商店街が皆さんおやめになられてしまいまして、本当に空洞化がそういった団地では行わ

れております。それで、助け合いのほうで子育てサロンなどもしておりますので、その店

舗をお借りしてできないか。ただ、どうしてもお金を取ってというふうな、多額のお金で

すね、普通の営業ができるようなお金を取ってではなく、そこに住むみんなが集まれる場

所という形なものですから、安いお値段、または無料でそういった形ができないかという

お話をしたところ、やはり規則的にはそれが難しいということがございまして、ある団地

では、そこに介護保険のデイサービスが入ってはきたのですけれども、先ほどお示ししま

したように、介護保険外のサービスを必要とする方、または介護保険まではいかないけれ

ども、ほんのちょっとの助け合いがないためにそこに住み続けることができない方が大勢

おられます。その方々がそういった一つの団地の中の一角ということで、いつもそこに行

けば誰かに会えて、何かお話ができる。そして、そこでは子どもも遊んでいる。そういう

ような繋がりを持ったその場所をつくることによって、お金を得ない形での助け合い活動
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が行われてまいりますし、そういったことをぜひ可能にするような計画ができてきたらい

いなというふうな思いがございます。 

 １つ最後、画像を本当は持ってきたいと思ったのですけれども、愛知県にあります「ぼ

ちぼち長屋」「愛知たいようの杜」というものがあります。吉田一平さんという方がおつ

くりになられまして、雑木林はご自分のものなのですけれども、そこにまず幼稚園をつく

りまして、その後に特老ホームをつくり、そして、ケアハウスをつくりました。また、１

階に介護が必要な高齢者が１３人、そして、２階の５部屋には４人家族とＯＬが住んでお

ります。お部屋は六畳一間ですけれども、共同のお風呂とトイレがあり、２階にはミニキ

ッチンとユニットバスがついていまして、そこに４人家族とＯＬが住んでいるという形で

す。昔の本当の多世代が住む長屋という形で、若い方々には、お休みのときに高齢者とお

話をしてくださいということで、通常の家賃よりもぐっとお安くお出しになったそうです。

そうしましたら、今、介護の勉強をしている学生さんとか、そういうことに興味を持って

いる若い方は何人かおりますので、かなり倍率があってお入りになったということでござ

います。それと、４人家族というのは職員の方ですけれども、そこに子どもがおりますの

で、その子どもに近所の子どもが訪ねて来て、自然とそこに住む高齢者の方とお話するな

ど、休日はとても楽しくお住まいになっていらっしゃるようです。この「ぼちぼち長屋」

の周りには、介護関係の施設や居宅介護サービスや幼稚園、それから介護施設のそういっ

た勉強をできるような学校なども取り揃えておりまして、一つのまちづくりという形で行

われております。全国的に珍しい例でございましたので、名前だけですが、ご紹介させて

いただきました。 

 今、このような形で全国的にも幾つかの場所、東京ですと、コレクティブハウスみたい

な形で、マンション的なところの一角のところにそういう形で多世代が住めるような試み

がなされています。一つの住まいの中に自然とそういった形の多世代が自然な形で集えて、

そして、団塊の世代がこれから高齢者になったときに、まだまだ若く住めると思いますの

で、そういった助け合いとか、そういう形で活動をしていただく。そうすると、自分が会

社だけでなくて、その地域のみんなと顔の見知った方々から、とても頼りにされていると

いうのが、その方々が今後生きていくいきがいという形に変わってまいりますし、また、

高齢者の方は、介護保険を使いこなせるだけの財力のない方が、十分使いこなしていない

という例もございますが、そういうような形での助け合いが行われていきますと、よりそ

の場所にずっと住むことができるということも可能になってまいります。 

 今資料としてお持ちさせていただきましたものは以上でございます。 

 それと、千葉県で一人暮らしの終末期の患者が利用できるグループハウスに関するアン

ケート調査を行いまして、資料ということでお持ちさせていただいたのですが、先ほど出

させていただいた全国的にいろいろ出ているのですけれども、１ヶ月に１５万から１７～

１８万ぐらい払わないとそういったところに住めないという形が現状なのです。ですから、

それが払えるだけのお金を持っている方という形ですけれども、この中でどれぐらいお金

を出せますかという形のアンケートをいたしましたら、５万円以下というふうにお答えし、

それから、お食事が３万円以下とお答えした方が半数以上おられたという現状の中で、た

くさんのものが市場の中で出てまいりますけれども、そこには住むことができない方も多

く存在することをご報告させていただきます。 
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 以上でございます。 

○委員長 どうもありがとうございました。 

 ただいまの事務局よりの説明と、藤田代表からのご講演、この件につきまして、何かご

質問とご意見はございますでしょうか。 

○委員 最後の資料ですが、ここに入っている介護者の状況はどのくらいなのかというこ

とと、今後、時間がたつと、そういった方々もまたさらに不自由になる可能性もあると思

うのですが、そういったときにこの体制で持つかどうかということを教えていただければ

と思います。 

○講演者 先ほど申し上げましたように、この「ぼちぼち長屋」の周りにケアハウスや特

養ホームがございます。それから、居宅のヘルパーとか訪問看護とかそういった形のもの

も取り揃えてございますので、現在はその「ぼちぼち長屋」に住める、どちらかというと

痴呆的な方や介護度３ぐらいが多いのですね。ですから、動けないとか、寝たきり生活と

いう形ではない方々がお住みになっていらっしゃるのですけれども、もしそれが重度にな

ったら、そこの場所がございますので、そういうような形に全体的な支援という形になっ

ております。 

 記事が１つございましたので、こちらも置いてまいりますので、後でお読みいただけれ

ばと思います。 

○委員長 いかがでしょうか。 

○委員 大変刺激的なお話をありがとうございました。３ページの通所リハビリテーショ

ンのところで、ぜひ次の国土形成計画は、在宅のシステム、私はユビキタスネットワーク

と言っているのですが、ユビキタスネットワークの効用が人々の健康の予防とか維持管理

とか、あるいは安心安全をもたらすことができますので、そういうところでちょっと刺激

になりました。 

 というのは、だいぶ前に調べたことがあるのですが、脳卒中になって病院に担ぎ込まれ

た人が、病院で治療をやって、リハビリをやって１ヶ月後には家に帰ってくるということ

が行われるということですね。在宅になりますと、リハビリはなかなかうまくできません

ので、徐々にＡＤＬ、日常生活動作能力が下がっていくことがはっきりしております。こ

れは随分前の資料ですが、東京女子医科大学がそれに対して、間欠的に、定期的にリハビ

リの訓練を行うと、寛解決態、要するに、ＡＤＬが下がらないで、ずっと日常生活ができ

るようになるというデータを示したことがあります。実に明快な議論なわけです。そうい

う意味では、私は当時、随分昔ですが、間欠リハビリ入院制度をつくるべきだと。医療費

が随分助かるよという議論をしたことがありました。当時は、残念ながらネットワークが

発達してないために机上の空論で終わったわけであります。ところが、今日、ユビキタス

ネットワークが随分発達してきており、ネットワークを使いながら、例えばＷＨＯがＡＤ

Ｌの状況に応じてこういうリハビリをすべきだというメニューをつくっておりますけれど

も、例えばそういうものを合わせ技にしながら、在宅でリハビリが情報通信ネットワーク

の支援を借りながらできるということができれば、まさに予防介護にものすごい効力を発

揮すると私は思っております。 

 そういう意味で今回の国土形成計画は、在宅ネットワークをつくるのだと。要するに、

介護のためにも、健康安全のためにもそうですが、韓国ではすでに各家庭に２００７年ま
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でに６０％の世帯にホームネットワークを構築するという大アドバルーンが挙がっていま

して。まさにそれが動き始めているわけでありますね。要するに、次の国土をつくるとい

う観点から言うと、家というものはそういうものであるというふうな定義をしながら、要

するにホームネットワークが完備している社会、それをやれば、まさに通所リハビリを、

通所しないでも在宅でもできる可能性があるというような社会をぜひつくってもらいたい

なというのが、私の次の国土形成計画に対する希望です。 

 ということで、もう一個申し上げますと、６ページ、ここも非常に刺激を受けたところ

でありますが。上から２つ目に「住まいと道路などのバリアフリー」の問題があります。

私もこの問題は、昔、都市計画をやっていた関係で、バリアフリーも気になっておったわ

けですが。昔、ＪＲの駅に、ハンディキャップを持った人がどう動けるのかという調査を

したりしたこともございます。当時から比べると随分変わってまいりましたけれども、当

時考えたのは何かというと、どうせエスカレーターもエレベーターも今の駅舎になかなか

つくれないのだったらどうするのですかと。階段の登り下り難しいですよね。道路を歩く

といったって、車椅子の通れる道路幅がある道路はほとんどございませんよねというよう

なことを考えたときに、１つ思いついたのは、昔、ロサンゼルスオリンピックで開会式に

ロケットで空から飛んで来た人がいました。あれを思い出して、あれを随分技術進歩して

いるよなと。そうすると、各駅に小型ロケットを置いておいて、ゼロＧにするとコントロ

ールできませんから、０．５Ｇ、重力を半分にロケットを発射させて、０．５Ｇになれば

階段が自分で登れるということがあり得ますので、技術がどのくらい進歩しているかと調

べたことがあります。ロシアまで行きまして、ロシアのロケット事業なんかも見てまいり

ましたが、なかなか技術的に難しいということがありました。 

 その後、例の小泉首相がこの前乗っていたジャイロスコープを使えないかなというよう

なこともちょっと考えたことがあります。今で言えば、筑波大学の研究室がロボットスー

ツをつくっていました。まさに体に着装すると、歩こうと思ったときにそれを支援してく

れる。最近では、腕に着装すると、要するに重たいものでも持てる。要するに、自分の脳

波の反応と筋肉の反応と同期化してロボットが動いてくれるという仕組みの開発が出て、

来年か再来年あたり、たぶん商品化されるのではないかと見ています。 

 何が言いたいかというと、車椅子もバリアフリーも大切なのですが、移動のために使っ

ていくような技術をもっときちんと開発しておくべきだというのがありまして、家庭にホ

ームネットワークということと同時に、バリアフリーの対応のために、国土の移動のため

に技術の開発をする。今申し上げたように、ロボットかもしれませんし、ロケットかもし

れませんし、要するにパーソナルに使えるような移動手段、サポート移動手段というよう

な類ですね。あるいは補助する手段というものは、たぶん次の国土形成計画の大きなテー

マになるし、ぜひそういうものを開発するということを考えていただければありがたいな

と思った次第です。以上です。 

○委員長 ありがとうございました。 

○事務局 私も母を介護したことがあって、お金の話も大切ですけれど、人員がかかりま

すよね、特に全介護とか重介護の場合に。これから高齢者の数が増えて、若者の生産年齢

人口が減ると、マクロ的にどうやってもちろんどうやって高齢者を支えるためにお金を稼

ぎだすかという議論と、もう一つは、パーソネルの数としてどうするかという議論がある
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と思うのです。そこのところの直観として、例えば後期高齢者には、分割していくのでし

ょうけれども、入浴とか平均的には０．５人かかるのか１人かかるのかという直観的な数

字はおありでしょうか。 

それから、技術進歩によってライフスタイルがいろいろと変わるのでしょうが、それに

よってひょっとしたら住まい方とか、財政の持っていき方とか、そういう国土計画の大き

なマクロのところにマネーとパーソネルはかかってきそうな気がします。そこで、フレー

ムとして考える必要があるかどうかというのが、一回どこかの機会で、議論をしておいて

いただくといいかもしれないと思います。特に団塊の世代については、大量な需要がそこ

で発生しますから。 

○講演者 私ではお答えが難しいかと思いますが、ただ、私が思っておりますのは、高齢

者だから介護をしなければいけないとか、介護のする手が必要だという発想をまず変えて

いくべきではないかなと思っています。これは外国ですと、福祉機器とかそういうのが発

達して、一人暮らしでも、そういったものを使いながら、本人がいいと思えばそれで満足

になるわけですね。ですから、満足度をどういうふうに持っていくかという問題もありま

して、今の高齢者の方は、何もしないで、家族が言ったとおりに動くという意識がとても

強くていらっしゃいますから、家族がいなければそういった状態になったときに動くこと

ができない、何もできないという発想になるのですけれども、これからの次の世代は、そ

ういう状態でも自分が満足であると思えたり、何か機器を使ったりとか、そういったもの

でそれを可能にできるように持っていけば、人対人というふうな発想でなく持っていけば

可能ではないかと思います。まず、意識を変えていくことが一つではないかなと私自身は

思っております。 

○委員 在宅のシステムをベースにして考えていくのはこれから非常に重要ですし、ぜひ

国土計画でそういう位置づけがなされるのであれば、最後まで在宅でいながら、みんなが

地域の中で、要するに生活者としてずっと暮らしていけるようにすることが重要だと思う

んですけど。先ほども地区社協のお話で、介護保険の対象にならないところをどういうふ

うにサポートしていくかというお話があって、その分が地域とか都市の中のソフトの部分

を考えていくときに非常に重要になると思います。私の関心も、地域の中でコミュニティ

をつくって助け合い、あるいは何かいろいろなことをやっていくときにどういうふうな仕

組みをつくっていくのかというところにありまして、福祉の部分は非常に重要になると思

うのです。 

 介護保険であれば保険でやりますし、医療保険に入れば医療保険がありますけれども、

それ以外のところがどういうふうになされているか。いろいろなところで例えば地域通貨

を入れていたりしていますが、あまりうまくいってないですよね。あるいは自治会などが

強化され、あるいは商店街の協力を得るとかして拠点をつくったりしながらも、非常にボ

ランティアベースで、地域としてこれで持続できるのかというのが非常に不安なところが

多いのです。それから、大学ですね。私のところも福祉を学びたい学生がおりますので、

いろいろなところの地域に出て行くのですが、それでサロンをつくっているゼミもあって、

先ほどの「ぼちぼち長屋」のお話がありましたけれども、これからの在宅システムをやる

ときは、基本的には、地域がとにかく総出になるような何か仕組みをつくらなければいけ

ないのではないかなと思います。先ほどパーソネルの話がありましたが、いわゆる介護に
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従事している人だけではなくて、いろいろな人が出て来たくなる、あるいはもう来なけれ

ばいけないようなネットワークをつくる必要があるけれど、それはどうしたらいいのだろ

うというところで非常に悩んでいて、皆さんボランティアや病院で何とかやっていらっし

ゃるのが現状だと思います。そういう資源の使い方、あるいはそのお金が今どういうふう

になっていて、精神的なところでは、どういうふうに回されているのかというところで、

おそらくもう事例ベースになるとおもいますが、アイデアがあれば教えていただければと

思った次第です。 

○講演者 私は船橋市の地域福祉に関わっておりますけれども、これはその中でも、その

ような中核を２３コミュニティに分けまして、そこのところでちゃんと拠点を設けて、こ

れは公民館の中に市で財源を確保しまして、公民館の中に地区社協の拠点をちゃんと設け

まして、そして、事務員なども配置をするという、一見ＮＰＯ的な形で運用させていただ

いています。そして、公民館のその場所の中で、ふれあいサロンとか、ミニデイサービス

とか、子育てサロンとか、福祉祭り的な全体的な形で、学校も小学校とかそういう生徒さ

んにボランティアで入っていただきながら活動をするなど、そういう形をしております。 

 私は普通の市民ですけれども、市民にとって、市とか県とか、特に国とかそういったこ

とを考えるのはやはりとても難しいと思います。自分の実際の生活の視点で何が足らなく

て、そのために自分は何ができるかということであれば考えることができます。そして、

今その実際のケアをやるとしても、その方々は今まで会社の中にいて、建築に詳しい方や

コンピュータのことが詳しい方がいらっしゃるわけですね。ただ、今はそれを取り込んで

いくシステムもありませんし、取り込んでいこうという意識がそれを支えている現代的な

問題も少しあるのかもしれません。新しい方々、若い方々を取り入れてそれをつくってい

くというふうな形にはなっておりませんけれども、活動していく中で徐々に、若い力、若

いアイデアを取り込んでいこうという意識がございます。ですから、バスなどがなく、そ

こに歩いて行くのが大変だった高齢者の方などが、ご自分でＮＰＯを立ち上げて、小さな

バスを走らせたりとか、そういうふうな試みは全国的に幾つかございますので、自分たち

の生活のために、それは自分だけのためではなくて、自分の周りのみんなのためにという

発想で何か仕組みや場所を作ったり、そういうことをすると動きだしてくると思います。

まず場所が私は一番大事だと思っています。 

○委員長 どうもありがとうございました。 

 この議論は、まさにライフスタイル・生活専門委員会の中心的な課題ではないかと思い

ますが、もうだいぶ時間が超過しておりますので、このへんでおさめさせていただきたい

と思いますが、先のことへの課題として、もう一度このことを議論したらいいかなと思う

ことで気がついたことがあります。 

 それは、前回、玉田委員からも住まい方のことで報告していただきまして、また、今回

は、家そのもののバリアフリー化というか、要するに、藤田代表のお話と共通するところ

は、地域やＮＰＯとか、そういう助け合いも大事だけれども、自分自身、一人でやってい

けるような条件をつくるということも非常に重要なのではないかというお話がありました

し。それから、石井課長からもそういう提案が、住まい方は大変重要な問題ではないかか

ということがございました。やはりこの共通しているものとして、それから別のところで

は年齢によって家は余裕スペースが出てくるのに、実は若い人のところは窮屈だよという
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話もあるし、住まいの問題は案外見落とされてきたのかなと思います。どこを選ぶかとい

うことについては、「二地域居住」というようなことがあったと思いますが、そのあたり

も含めて、住まい方の問題をもう一度どこかで取り上げていただくのはいかがでしょうか。

いろいろ事例を集めて、資料を提供していただくと、話が具体化してくるのかなという気

がいたしました。前回も中井委員からもそのようなお話があったように覚えていますけれ

ども、また続けてその問題を取り上げていただければと思います。 

 今ちょうど保井委員からのご指摘がございましたけれども、それはちょうどその筋へ繋

がっていくのかなと思います。次に、「人口減少下の都市圏のあり方（３）」に入ります。

保井委員から、「米国におけるコミュニティの自立的まちづくり活動－Business Improvem

ent Districtを中心に」ということでご発表いただきたいと思います。その後、事務局よ

りご説明いただきたいと思います。 

 では、保井委員よろしくお願いいたします。 

○委員 ＢＩＤ（Business Improvement District）を中心としたその地域づくりについ

てお話し致します。地域づくりといいましても、この国土計画の中では小さな範囲になる

かと思います。地区レベルのコミュニティづくりに関する、特に受益と負担の関係につい

て話題を提供せよとのことですが、そこまでちょっといけるかどうか不安ではありますけ

れども、話題提供ということでさせていただきたいと思います。 

 資料をめくりまして、２ページ目のところで、アメリカの地方構造につきましては、前

回、西浦委員から詳しくご説明があったように思いますので、ここでは詳しい説明は割愛

させていただきますけれども、この中で私が１つだけ申し述べたいのは、この図は一つ非

常に単純ですけれども、一番大きな丸を州といたしますと、カウンティというのは、州の

下部機関として位置づけられておりますが、隈なく設置されております。自治体であるMun

icipalityというのは、基本的には住民の要請により設立ということですから、自治体がな

い地域がアメリカにはあると。人が住んでないところも多いのですけれども、要するにく

まなく設置されているわけではないということです。日本におきましても、広域連合とか

一部事務組合とかいった形で、自治体間で連携して、一つの事務の財源を確保して執り行

うという仕組みはあるわけですけれども、アメリカにおきましても、１つあるいは少数の

目的のために設置されるSpecial Districtという仕組みがあって、これが非常に広域で設

立されることもありますが、非常に小さなコミュニティレベルで非常に数多く設立されて

いるという、そこの部分にちょっと注目していただければと思うわけです。アメリカはこ

ういう仕組みですので、非常に州によって多種多様ですし、それぞれの地域によっても多

種多様な地域構造があって、このSpecial Districtがいろいろな形で負担を住民に税金な

り負担金を、課しているわけです。そのSpecial Districtの境界線のところに住んでいれ

ば、隣の人はSpecial Districtに関しての負担金は取られないけれども、うちは取られる

と。例えば固定資産税をベースとしてSpecial Districtであれば、毎年の税金の請求書を

見ると、カウンティ、自治体と、その下に何とかSpecial Districtという形で書いて、何

に自分がどのくらいお金を払っているかということが非常にわかるかわりに、隣に行けば、

また違ったりするということで、非常に多種多様です。 

 アメリカでは、別にこれがいいと完全に言われているわけではなくて、否定的にとらえ

られる向きも非常にあります。否定的にとらえれば、非常に個別的に、この地域ではこれ
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が必要だということでどんどん作っていって、ある意味、地域ごとで勝手にいろいろな地

域づくりを進めているということは互いの連携がとれないということであって、非常に排

他的な地域づくりも起きるということです。それを乗り越えようという取り組みが先日の

２種類の広域連携のお話にも繋がるのではないかと思います。 

 しかしながら、今日は、それとは反対の見方でして、そういう非常に分割化された地域

づくりの仕組みの中にも、少し見るべき視点があるのではないかということです。特に非

常に小さなレベルでつくられているSpecial Districtと、非常に広いものをそういうふう

にまとめて申し上げますが、その仕組みの中で、特に地域の中の協力の仕組み、あるいは

財源調達の仕組みについて考えるきっかけにできればと思っております。 

 次のページですが、「アメリカにおける地方政府財源の内訳」ということで、非常に大

雑把ではありますけれども、County、Municipalityに比べて、Special Districtは負担金

の割合がとにかく多いということです。基本的には非常に受益者負担で、サービスを提供

された人から何らかの形でお金を調達するというような仕組みで成り立っているものが多

いということです。 

 次のページをご覧ください。ただSpecial Districtといいましても、今非常に広いもの

を全部ひとくるみにして言っておりますので、全部を取り上げようと思っているわけでは

ありません。左下に、これまた大雑把ではありますけれども、Special Districtといって

もいろいろなものがありまして。例えば非常に広域で下水道整備をやっているというよう

な、日本でいうような一部事務組合も入って、そういう非常に都市圏として広いものもあ

りますが、私が今日ここで取り上げたいと思っているものは、もっと近隣レベルに近いと

ころで、ご近所さんは、我々の地域、こういうコミュニティ施設をつくりましょう、ある

いは街路をきれいにしましょう、そこをきれいに維持管理しましょうといったときに、こ

ういうものを使っているという部分に注目をしております。 

 この独立性ということで、低い・高いと書いておりますが、そういうようなものも実は

たくさんあります。先ほどの例えば財源のグラフなどは、センサス・オブ・ガバメントか

ら取っておりますので、基本的には非常に独立性が高くて、地方政府の一としても位置づ

けられるようなSpecial Districtだけでございます。ただ、それ以外に、もっとSpecial 

Districtと地域では言っているけれども、センサスには入ってこないような、日本で言え

ば、自治会に少し毛が生えたというか、それをもう少しきちんとマネジメントして、何ら

かの事業をちゃんと地域としてやっている程度のものもあります。コミュニティ施設とか、

身近な公共サービスをつくるというのは、中間ぐらいに入るのかなと思っております。そ

の右のグラフは、この委員会でも何度か資料の中に入っていたものです。これは不動産関

係の主に実務家の方々が読まれるような資料をつくっているところが出しているSpecial D

istrictという本の中の表ですので、シンプルにし過ぎているところはあるのですけれども、

非常にわかりやすくSpecial Districtでの位置づけておりますので、載せております。要

するに、地域の中で何かの公共施設、共同で使うような施設なりサービスが必要だとなっ

たときに、それが受益の範囲を特定可能だったら、基本的には自治体にお願いするもので

はなくて、Special Districtのマターになるとここでは整理していまして。それをどうい

うふうにそういう仕組みをつくるときに、特に財源調達に関して考えていくのかというと

きに、何らかのサービスをやって、その利用者が特定できるのであれば利用料が必要だと。
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あるいは、もっと間接的に、それを作ることによって地価が上昇するとか、環境が向上し

て住民が恩恵を受けるのだというようなことであれば、もう少し間接的な負担金を考える

とか、そういった形で新たな基盤整備需要を作りだす。新住民が来ることによって、また

新たな基盤が必要になるということであれば、新住民だけにかけるとか、あるいはその施

設で利用可能者がその地域の全住民になるのであれば、全住民にその使用料を課すとか、

そういった形でそれぞれ必要になるものについて、誰がどういうふうにお金を払うべきな

のかということを考えていこうというふうに進める。非常にアメリカらしいやり方かと思

いますが、そうやって進めているということのようです。 

 ページをめくっていただきまして、コミュニティレベルのSpecial Districtが典型的に

どのように使われているのかというあたりで２つほど事例を載せております。もう一ペー

ジめくっていただきますと、今のページの表は整理したものですけれども、事例に進みま

して、非常に代表的なものとして、そこでフロリダ州とかジョージア州とか、それ以外に

もいろいろな州にこういうものはありますけれども、「Community Development Distric

t」が多くの州で法制化されていまして。基本的には、そういう枠組みが州法であるのです

が、つくり方としては、地権者がこの地域でこういう基盤整備をしたいということを話し

合いを始めて、フロリダ州の場合は１００％ですけれども、そうでないところも多くて、

例えばジョージア州ですと７５％です。もっと低い合意数字のところもあります。そうい

った形で合意をしたところで、地区内の街路や地区内でみんなが使う公共施設なんかをつ

くって、その後の維持管理をするというようなものです。例えばフロリダ州のコミュニテ

ィ開発地区というのであれば、州内に１１６あると。ジョージア州のコミュニティ改善地

区は７８地区あるというようなものでして。こういうものをつくって、自分たちの家、私

有空間の外の部分ですね。公共空間にあるものをみんなでお金を出し合って、地域の人た

ちが何らか改善したり、あるいはそれを維持管理していったりということをやっていると

いうことです。 

 おそらく、委員の皆様方もBuckhead Communityというのは皆様ご存じだと思います。も

う少し共同で開発したようなところで、私有地か公有地ということで言えば私有地になり

ますが、門で囲われて住宅開発をして、共有部分をみんなで管理組合をつくって開発する

というものを、さらに公共空間までそれを適用するような形で、日本的に言えば一つの官

民連携の地域づくりの形態をつくったのがこのあたりの事例ではなかろうかと思います。

次のページとその次のページに事例を少し載せております。例えばジョージア州の場合で

あれば、これは基本的には事業者はオフィス地区で、事業者といいましても、資産所有者

ですので、住宅以外の資産を持っている、ビルを所有している人とかによる負担金が財源

になっておりまして、自治体と連携しながら、街路のコリドー計画をつくって、交差点の

改善とかを実際にそのお金で行っており、それ以外に、自治体と連携して別動隊を作って、

コリドー計画を作って、アクセスの向上計画を作るなどということをやっています。その

次のフロリダ州のものは、住宅地です。まさにいわばニュータウンの中の共有施設なんか

を地域の人たちが自らの負担金をもって共益費などというものを出して、地区の中で維持

管理しているという話です。クラブハウス、プールとか、テニスコートとか、こういうも

のはよくお聞きになるのではないかと思いますが、こういった仕組みでやっていって、地

権者が負担金を出して、それを財源として、管理委員会のようなものを作って、マネジャ
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ーを１人連れてきたと。まさにマンション管理組合を住宅地にまめに広げて適用している

というような仕組みになっております。 

 ページをめくっていただきますと、そういうSpecial Districtはどういうふうに設置さ

れて、どういうふうに意思決定されて、どういうふうに事業をされているかというのが、

その青枠の下に載っています。その表をまとめますと、最初に申しました地権者、要する

にそのサービスが欲しいのだと、受益を期待する人たちが要請して設置して、そして、自

分たちで運営主体を作っていると。多数決で意思決定して、何らかの施設やサービスをや

ると。それが終われば解散するし、あるいは効果が出なければ解散するというようなサン

セットの規定も入れてやっているのだということです。これは州法で準政府機関として位

置づけられれば、いわゆる低利の免税債の発行が可能になりますので、それで政府側とし

て見れば、ある意味自分で財源を別に調達しなくても、地域の負担金をベースにして、地

域で債権を発行して、基盤整備をやるという仕組みになるので、自治体としてもメリット

があるということで、非常に多用されているということです。 

 ページをめくっていただきまして、そういうものがアメリカで非常に新しいものではな

くて、昔からそういう従来型と先ほど書きましたように、非常に多用されているSpecial D

istrictの使い方ですけれども、９０年代に非常に進みましたのは、ダウンタン、いわゆる

日本では中心市街地というふうに置き換えられますが、そういうところでもう少しソフト

面、地域に人を呼ぶためのマーケティングとか、イベントとか、あるいは街の美化とか、

治安維持、自警団のような取り組みなどを、今までのSpecial Districtの仕組みを使って

みんなで負担金を拠出してやっていこうということが始まって、非常に普及いたしました。

さらには、イギリスやドイツにも同様の仕組みが輸出されるような形にも至っていて非常

に多くなっています。 

 どういう仕組みかといいますと、先ほど言ったSpecial Districtとほとんど同じです。

ただ、先ほどのものが、基本的には何らかの基盤整備をするというハードの事業だったの

に対して、もう少し地域の活性化の事業というので、ソフトに事業がシフトしているとい

うことです。ただ、そういうものを地域としてやる必要があるということになった地域内

の合意をもとに、先ほどのような、準政府といわれるような地域組織が作られていると。

運営は地権者がある意味地区管理組合のようなものをつくるわけですけれども、そこが負

担金を財源にしたものを持ちまして、また、運営主体となるＮＰＯを設立します。小さな

町なんかでは、ＮＰＯではなくて、もう少し日本で言う第三セクター的な自治体が協力す

る形の組織になったりすることもあります。大都市ではＮＰＯが民間ベースで地域の中に

つくられます。その財源を使いまして、地区のマネジメントの責任者をきちんと雇用して、

拠点を作って、様々な活動を地域の中で行っていると。非常に様々ですが、そこに書いて

おりますような活動がメインでして、清掃、治安維持など、それからイベント実施、それ

から中心部ですので、渋滞の問題とか、いろいろ交通に関する問題がありますので、地域

の中で循環するようなバスを走らせたり、あるいは駐車場の管理を行ったりというような

ことをやったり、それから地域の中のデザインコントロールとか、いろいろな合意形成、

調整なども行います。地域に関して、例えばテナントがどういう分野に偏っているのか偏

ってないのか、あるいは空室率がどうかとか、賃料の動向がどうかといったようなデータ

の整備をしたり、自ら地域を代表してテナント誘致などを行ったりするほか、ここには書
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いておりませんけれども、例えば中心部でホームレスがたくさんいることが課題になれば、

その人たちの自立支援に向けた取り組みを、それそのもの、あるいはほかのＮＰＯなどと

連携して行ったり、本当にいろいろなことをやっております。 

 その次のページ、事例を載せております。例えばニューヨークの中心部では、こういっ

たＮＰＯがそれぞれ負担金をもって、予算を相当程度に確保して、そこに書いております

ような、清掃、警備、いろいろな整備、イベント実施等をやっているということです。最

初の事例のGrand Centralの周辺は、今では非常に賃料の高い大企業の集積している街です

が、８０年代頃は、ターミナルの周辺ですので、非常にホームレスが多くて、どちらかと

いうと衰退傾向にある地域だったと言われています。景気もありますけれども、こういう

地域団体が２４時間３６５日体制で、本当にある意味行政を補完するような感じとも言え

ますが、今では、例えばゴミが落ちていた、なおかつ地域に問題が起きたというと、先ほ

ど藤田代表から、自治体は遠いという話がありましたが、まさに自治体ではなくて、ＢＩ

Ｄの事務所に電話をするのです。こういうＢＩＤのマネジャーは、ニューヨークでは結構

大きくてビジネス化していますけれども、小さい町のＢＩＤでは、携帯電話をとにかく持

っていて、何か起きたら２４時間体制で駆けつけるという、自分の仕事はいつ遊んでいて

もいいけれども、２４時間体制で、何かあったらとにかく駆けつけると。そのような主体

を地域の中で持っているということです。 

 そういうものがこういう先進的なビジネス地域にもあれば、例えばニューヨークの中で

もハーレムなどは、いろいろ連邦政府、州政府などの補助・支援もありますけれども、非

常に衰退した地域ですが、そういうところでも地権者が中心になって、将来構想をつくり、

さらにこうやって一定の負担金をもって地域の運営をしていると。それについては、もち

ろん自分たちで自立できる地域ばかりではありません。ハーレムも、負担金だけでは、例

えば治安が非常に問題になっていても、警備員を雇うこともここはできません。ですので、

いろいろ助成事業をあたって別の財源を得たり、あるいはもっと小さなニュージャージー

なんかの中心部なんかになりますと、中心部を活性化することは都市としての一つの課題

でして。こういった地域に自立できるような組織を作って、持続的に活性化事業をやって

もらうというのは、政策的にも誘導したいところですので、例えばマッチングファンドの

ようなものをつくって、１０年間、最初は本来必要な財源の半分ぐらいを地域でとにかく

出し合ってくださいと。あとの残りは自治体が支援しますと。１０年ぐらい段階的にその

補助の率を下げていって、まさに地域としての自立支援を自治体がやっていくというよう

なことをやっております。 

 こういった仕組みを踏まえまして、国土計画の中でどこまで考えていくべきなのかとい

うのは、私ちょっと想像がつかないのですけれども、ただ、かつての国土計画と環境が異

なっているのは、地域の課題がいろいろ多様化していて、おそらくこの委員会の中でも、

ＮＰＯとの連携などはすでに多く話題に上っているのだとは思いますけれども、こういっ

た官民連携がなければ地域づくりが不可能になっているという現状があるのではないかと

思います。そういう中でどういうふうに位置づけていくかということですが、１つは、財

政難の中で公共サービスを効率化したいという地方自治体の希望があります。そういう中

で、民間委託、民営化といったような動きがある中で、地域にできることは地域にという

ような流れもあります。それだけではなくて、地域の中でプラスアルファのまちづくり、
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特に最近は自警団とか、自分たちできれいに花壇をつくっていこうとか、そういうのは結

構増えてきているように思います。 

 そういった形でコミュニティ、民間というのも何ですけれども、行政と住民の関係が発

展してきている中で、そういったコミュニティに関する受益と負担はどういうふうに考え

るべきなのだろうかと考えますと、地方分権の絡みでもいろいろ議論をされていますが、

行政が担うべき範囲は、いわゆる地域におけるシビルミニマムはどこまでなのかと。それ

以上のものが求められる場合にはどういうふうにしたらいいのかと。地域が自助あるいは

共助でまちづくりを進めるような仕組みをつくる必要があるのかどうかというところ。そ

れから、先ほど例えばアメリカではダウンタウンにまちの重点をシフトさせるためにいろ

いろ補助を出したりしていると言いましたが、そういった政策としてまちの構造なり、公

共サービスの提供の仕方をシフトさせていこうとするのであれば、そういうものに関して、

インセンティブとして、例えば先ほどのようなマッチングファンドや、あるいは助成金の

ような形とかを考えていくのかということです。こういったミニマムとそれ以上なのか、

あるいは政策の方向性への貢献というかで、こういった誰がどうやって負担するのかとい

うことを考えていく必要があるのではないかなと思います。 

 その次の表は、アメリカが抜けておりますが、そういう中でアメリカのSpecial Distric

tをいろいろ追ってきておりますと、アメリカにおいても、時代に応じても少し考え方が変

わっているのではないかなと感じました。といいますのは、アメリカは高々２００年やそ

こらの歴史ですので、最初にこういった仕組みがつくられたときは、とにかく基盤整備が

求められた時期で、例えば道路に代表されますように、特別な利益を得る人には応分の負

担金を課そうという考え方だったわけですけれども。自家用車の普及が進んで、１９５０

年代以降、６０年代、７０年代ぐらいは、中高所得者の郊外移転が進む中で、まちづくり

に対しては自分たちでつくって結構ですというような形で、本当にやれる人は自分でやり

なさいという形で、自助・共助でSpecial Districtをつくって基盤整備を行ってきたとい

う時期だったと思います。しかしながら、近年は、アメリカの中でも、都市の中心部の衰

退を問題化する中で、コンパクトシティとか、スマートグロスとかいろいろ言われる中で、

もう少しそういった政策課題に対して、住民なり事業者なり、私人が関わってきやすいよ

うな、いわばインセンティブのような仕組みをつくっていくと。その一つとして、例えば

ＢＩＤなんかは、そういうのをつくると、地域としてそういうのを作ると少し裁量が与え

られることになります。年間計画をつくって、その事業計画は自治体に関係部署に全部回

るわけですね。そうすると、それに基づいてイベントをやるときに、非常に自治体の協力

を得やすくなりますし、その計画自体、計画に沿って行う事業は、こういうインセンティ

ブがあるというわけではないのですが、非常に自治体が協力的にどれに対しても対応をし

てくれます。 

 実は私も中心市街地の活性化の関係で、日本の地域に関わったり、あるいはそういう調

査を行ったりしたこともあるのですが、日本においても結構いろいろやっているところは、

中心部は、ゾーニング権という言葉をこの間使いましたが、要するにこういう機能が自分

たちの地域には必要だと。でも、思ったとおりにはならないというようなことで、地域の

中で、もう少しテナントミックスのようなこと、あるいは住宅機能とか、そういうまさに

どういう機能が必要で、どういうふうに誘導したいかということを考えたいと。あるいは
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自分たちの地域で道路を買いたいのだけどという地域もありました。要するに、道路をイ

ベントとかで使うとか、あるいはきれいにするとか、そういうことを自由にやりたいとい

うようなことを中心部として言っている地域も日本の中にもあります。 

 そういう中で、次のページでは、共助型のまちづくりというのでしょうか、地権者や事

業者、その地区の中の関係者が中心になってまちづくりを行うような仕組みが今後考えら

れるのではないかなと思います。現状としましては、東京の中では例えば汐留など、地権

者が中心になって実施している地域管理があります。そのほか幾つか書かれております。

千葉の鎌ヶ谷の駅前とか船橋とか、この辺は何かというと、再開発なり区画整理なり、何

かの事業をやって新しくできたまちを、自分たちで盛り上げていこうということで、地権

者が中心になって、開発後の維持管理をやっているというような取り組みではないかと思

います。下も、そういった少し地域の改善を含めていますので、開発がないというわけで

はなく、丸の内もどんどん進んでいますけれども、それ以外のものも含めて、市街地、特

に都市の中心部を事業者、地権者など、地域の人たちが中心になって運営していく仕組み

が日本の中でも結構増えてきているかと思います。そういうのはタウンマネジメントとか、

エリアマネジメントとか言われますけれども、地域管理の仕組みを、その中心のみならず、

今後の地域管理、地域づくりの中で位置づけていく必要があるのではないかと思います。 

 ページをめくっていただきまして、これから特に都市の更新が進む中で、どういうふう

なまちをつくるかという、再開発の事業を作るだけではく、その後のこともセットで考え

る必要があります。そういう中で私としては、まちの共益費みたいな概念、地区を運営し

ていくような仕組みを考えていく必要があるのではないかなと思います。おそらくいろい

ろ私も地域の中でかかわっている中で、既存の商店街でこういう地権者がお金を出して何

か管理組合をつくりなさいといっても非常に難しいです。おそらく新たに更新するとか、

まちをある程度再開発、機能更新を図るというときが一番やりやすいのかなと思いますが、

そういうところでその後の地区管理の組織もきちんとつくった上で事業を進めていくとい

うような仕組みがあってもいいのかなと。そういう仕組みが場合によってはそれ以外の既

存の市街地にも取り入れることが可能にしておくというふうにしてはと思っております。 

 イメージとして、最後に書いておりますのが、地権者主体となったコミュニティ組織と

書いていますが、管理組織のようなものです。これはアメリカにも若干近いのですが、若

干違うのは、もう少し日本のまちづくりは開放型で進んでいますので、そういうところが

主体になりつつも、ＮＰＯがさらにつくられて、そこと住民なり事業者なりボランティア

なりが参加しながら、行政と連携しつつ、開放型でまちづくりが進むような仕組みを考え

ていくのかなと思っております。 

 あとは言葉だけですけれども、こういう中で、今、福祉やまちづくりでよく言われてい

るのは、ソーシャルベンチャーといわれる社会起業家です。例えば会費制で互助サービス

をやるとか、まちづくりであれば広告料とか、いろいろな店を地域として出して、その事

業収入でいろいろな事業をやっていくとか、そういった考え方でコミュニティを運営して

いくというのも、今後多くの場所で出てくるのではないかなということで、少し念頭に入

れて考えていくといいのではないかなと考えております。長くなりましたけれども、これ

で締めさせていただきます。 

○委員長 ありがとうございました。具体的な事例を紹介していただいて、いろいろ像が
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見えやすくなってきたのではないか思います。 

 では、続きまして、事務局より「人口減少下の都市圏形成」についてという資料に沿っ

てご報告いただきたいと思います。お願いします。 

○事務局 お手元の資料４－２、それから参考資料の４－２、この２つに沿ってご説明さ

せていただきます。 

 まず、資料４－２でございます。 

 １ページ目。これは持続可能性について事務局で整理中のものでございまして、過去を

お示ししたものでございます。もし後でお時間があれば、ご意見をいただきたいと思って

おります。 

 それから２ページ。これも人口減少等の社会経済情勢の変化が都市圏に及ぼす影響とし

て、４つの視点から整理しようとしておりますものでございまして、これもまだ整理中と

いうものでございます。これももし後でお時間があれば、ご意見をいただきたいと思って

おります。 

 それから３ページ。これも同様に、都市圏の課題を人口規模別に整理しようとしている、

まだ整理中のものでございまして。これもお時間があるようであれば、後でご意見をいた

だきたいと思っております。 

 本日特にご意見をいただきたいと思っておりますのは、４～６ページでございます。４

ページの資料は、「これからの生活圏域を考える際の視点とは？」と冒頭に書かせていた

だいておりますが、これは前回の１２月１日の委員会で一度お示しをさせていただいて、

ご意見をいただいたものでございます。この方向で大体検討を進めていくということで、

大体賛同が得られたのだと理解しておりますが、若干ご意見をいただきましたものですか

ら、修正をさせていただいております。真ん中の四角の「これからの生活圏域を考える際

の論点」の最初の２行につきましては、社会サービスの供給能力に合わせて市街地を再編

するのだけではなくて、役割分担を再編するのが大事ではないかというご意見がございま

したものですから、ここを充実させていただいております。 

 その同じ四角の○の２番目につきましても、若干表現を変えさせていただいております。 

 前回ご議論いただきましたこの整理の仕方を、さらに事務局として今後検討を深めてい

くためにさらにご議論をいただきたいとして、視点を整理し直させていただいたものが次

の５ページでございます。５ページとして、今後さらに議論を深めるための論点の整理と

して整理させていただいておりますが、一番上のところです。基本的には、前提といたし

まして、いろいろな社会サービスの供給主体を基本的に基礎自治体単位ということと、そ

れから、社会サービスの提供につきましては、規模の経済が作用するのではないかという

前提の下で書かせていただいておりますが、そうすると、これから人口が減っていくなど

のいろいろな変化の中では、やはりどうしても効率化が必要になってくるのではないかと

いうことと、さらに、全てを行政の責任において行うのは困難になるのではないかという

２つの視点が特に大事ではないかと思っておりますということで、効率化につきましては、

その効率化を進めるために、基礎自治体単位の自助努力で対応可能な場合、あるいは対応

可能なものにつきましては、効率化のために、例えば計画的な市街地の縮退を通じて効率

化をしていくことが大事なのではないかという視点を挙げさせていただいております。具

体的には、その土地は私有財産という前提に立ちまして、その私有財産を持っている所有
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者あるいは居住者という方の意思あるいは合理的判断の結果として、どうやって集約をす

ればいいかと。そのためには行政としては何ができるのかという観点から是非ともご意見

をいただきたいと思っております。 

 併せて、その場合に、やむを得ず社会サービスの水準に結果的に差が出ることがあり得

るわけですが、その場合に居住地を選択したいという自由を保証するために、要するに移

り住むことに対してもコストをどうやって下げるのかということも併せて考えるべきでは

ないかと思っております。そのために何をすべきか、ということにつきまして、是非とも

ご意見をいただきたいと思っております。 

 それから真ん中の四角ですが、効率化を進めるというもう一つのやり方として、基礎自

治体単位の自助努力では対応不可能なケースの場合は、広域的に連携していくことを通じ

て効率を上げていくこともあり得るのではないかと思っております。その場合、現在、広

域連合等の仕組みはございますが、その場合、今までいただいたご意見で受益と負担の調

整をするということが今の仕組みでは難しいのではないかという問題意識のご意見をいた

だいておりますし、その場合、自治体間の役割分担の結果として、例えば統廃合などの場

合には、遠くなる住民がどうしても発生することが考えられますが、例えばそういう場合

に、アクセスビリティが低下することを通じて、社会サービスの水準が低下するという、

住民に差が出ると。住民が受け取るサービスのレベルに差がつくということを国民に受容

してもらえるのかどうかという点について議論があり得るのではないかと思っております。 

 それからもう一つの視点ですが、すべてを行政の責任において行うのは困難なのではな

いかという点につきましては、今の保井委員からいろいろ参考になるご意見をご説明いた

だいたところですが、質の高い社会サービスを供給するためには、官だけではなくて、官

民の共同があり得るのではないかということで整理させていただきますと、ＮＰＯと新た

なコミュニティが形成されていくことが期待されるわけでございます。その場合に、今ま

でも委員からはご意見をいただいておりますが、歩ける範囲のコミュニティが果たす役割

というのが重要ではないかというご意見をいただいておりますので、これをどう生かして

いくのかということにつきましてもご意見をいただきたいと思っております。また、行政

と民間の役割分担を明確にするということで、それぞれどういう役割が要るのかというこ

とがございます。先ほどの保井委員から、地域の課題は多様化している、それから、効率

化ということのためにも民営化することが大事なのではないか、あるいはプラスアルファ

のまちづくり、自助・共助の仕組みというようなキーワードを幾つかいただいておりまし

たが、この点を具体的にどういうふうに今後検討を進めていくのかという方向性につきま

しても、ご意見をいただきたいと思っております。 

 一番下の青い箱がございますが、国土計画の中にはこれから何を書いていくのかという

ことでございますが、以上のような３つの視点の流れの中で、国は何を提示し、何を求め

ていくのかということにつきましてご意見をいただきたいと思っております。この５ペー

ジについて意見をいただきたいのですが、５ページの論点をちょっと大胆に割り切って模

式図にさせていただいたのが次のページの６ページでございます。 

 左側に現状がありますが、ピンクと緑を含めまして、一つ一つ丸いのが基礎自治体のイ

メージで書かせていただいておりまして、それぞれに拠点があって、サービスが提供され

ているのを矢印の太さで、そのサービスの水準を模式的にイメージしたものでございます。



 22

放っておくと市街地の密度が低下して、拠点性も低下していくということで、他方、市街

地も無秩序に拡大していくということで、サービスレベルが低下する、あるいは供給して

いくことそのものが困難になっていくことがあり得るのではないかということをイメージ

として表したものでございまして。他方、では、どうするかというと、目指すべき姿が右

下のところでして。拠点を選択と集中で役割分担する。それから、市街地も計画的な縮退

をしていく。同時にアクセスビリティを確保していくということで、他方、そうはいって

も、計画的縮退の間で、自分のところに引き続き住みたいという人の自由はやっぱり保証

しなければいけないのかなということにつきましても、ぜひともどういう整理の仕方があ

るのかということについてご意見をいただきたいと思っております。ということで、イメ

ージでございますが、ご意見をいただきたいのは特に５ページでございます。 

 参考ですが、１６ページまでは今までお示ししたものでございまして、１７ページ以降

は、社会サービスが低下していくことの事例を可能な範囲でホームページ等から入手して

整理させていただいたものでございます。これはご参考にしていただければと思います。

 以上でございます。 

○委員長 ありがとうございました。 

 閉会まで時間がございませんが、できる限り問題点を指摘していただくということでや

っていただければよろしいかと思います。先ほど、保井委員からは、この５ページの３つ

目の箱、つまり共同というところでしょうかね。それから、縮退とか連携という言葉で説

明できるような、人口減少下の都市圏のこれからの形成に対する見取図が示されました。

どうぞご自由にお願いします。 

○委員 では、５ページのペーパーについて１点気がついたことだけをお話ししたいと思

います。基礎自治体単位の自助努力で対応可能なところの矢印の下に、土地所有者の合理

的判断の結果として集約化が進むため、行政として何ができるかという文章がありますけ

れども、この土地所有者の合理的判断を期待するためには、行政としてどういう合理的な

計画をつくれるかということが大事だと思いますね。やはり先ほどの受益と負担の話もあ

りましたけれども、土地所有者が判断しても、土地を集約化という方向で処理するために

は、全体のフレームワークの中で、受益と負担、コストとベネフィットがちゃんと土地利

用なり何なりの計画の中で示されているということが大事で、計画のあり方が、今後自治

体のあり方を問われるのではないかと思います。 

 それから、広域的な中で受益と負担を考えると、広域土地利用計画をどういうふうにつ

くるかということがあります。そこもきちんとした評価があるような形でつくらないと、

フレキシビリティがあり過ぎる計画では無理だろうと思います。 

 もう一点、先ほど保井委員の話を伺って思い浮かべたのが、アメリカのＢＩＤの話もあ

りましたけれども、日本で言うと、最近話題になっておりますのは指定管理者という話が

あります。公共サービスを民間にどんどんアウトソーシングしていくということです。来

年度中に幾つか、期限が切られていますのでやらなければいけない。あれは特に民間にサ

ービスを委託して、行政がサービスを提供する範囲が徐々に縮まってくるというようなこ

とも考えられますので、ああいう動きも一つ何か位置づけられるかもしれないと思います。 

○委員長 ありがとうございます。 

どんどんご意見出していただくほうがよろしいかと思いますので、どうぞお願いします。 
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○委員 事務局ご説明の資料４－２の５ページに関連してお話しさせていただきたいと思

います。計画的な市街地の縮退という話は、私は非常に重要だと思っております。むしろ、

いかにそういう行政的なフレームワークをつくるかということに着手して取り組まなけれ

ばならないのだろうと思います。そういう意味では一番簡単なのは、まさに費用便益を比

較するという話であります。行政サービスをかつては市街地であったけれども、自然に縮

退してしまって、離れ小島のような形でどうしてもそこに残りたいという住民がいたとし

て、そこに引き続き行政サービスを行うということだとすれば、当然それに対してコスト

がかかると。だけれども、それに対して、むしろ集中という形である程度行政が費用負担

を部分的に補助するかわりに移り住んで欲しいということが促せたときのコストと比較し

て、さて、どちらが安上がりなのかというようなことは、本当は何か義理も人情も何もな

いではないかということになるかもしれませんが、さすがにそこまで私は自治体の財政が

２０年後も３０年後も豊かであり続けるとは思えないわけであります。若干そこは冷たい

言い方かもしれませんけれども、そこの判断はある程度部分的であれ自治体はやっていか

なければならないだろうと思います。そのほうがむしろ移り住んだ住民も、つまりみんな

がいる市街地の中で再び暮らせることができるということで、それなりに自分の生活の豊

かさも意識できるのではないかと思います。 

 それから、国としてどういう論点を出していくべきかという話ですけれども、私はおそ

らくこの問題は、地方自治法とかそういう問題が極めて密接に絡んでくるところだと思う

ので、国土交通省のマターじゃないと言われるかもしれませんが、そのあたりの調整も含

めて、国土形成計画を組んでいく上で必要な措置を講じるべきところは、地方自治法の改

正も視野に入れながら連携していくというようなことはあって然るべきなのではないかな

と思います。 

 特に、保井委員の話と関連づけると、今後、必ずしも自治体が完全に主導的な立場にな

ってまちづくりをしていくのがベストだと言えないケースも出てきます。民間が主導的な

立場でまちづくりを行うことが非常によい形でまちづくりができるというケースも出てく

るのだろうと思いますので、そういうところでの行政規制の緩和と、民間で主体的にまち

づくりを行うことができるように、さらに行政基準を緩和していくというようなこともお

そらく必要になってくるのだろうと思います。今は地方分権の動きがあるので、国の権限

を自治体にということで権限移譲が進んでいることが多いのですけれども、ひょっとする

と自治体が受け皿になることがベストかどうかわからないようなものもあれば、それは自

治体をも含む民間ないしはＮＰＯとかが受け皿になれるような形でのスキームづくりとい

うものが必要になってくるのだろうと思います。 

 それから、官と民の役割分担についても、国土形成計画の中でも言及、これは多少一般

論的にならざるを得ないのかもしれませんが、言及する必要はあるのだろうと思います。

そういう意味では、先ほど保井委員がプレゼンテーションされた中でも話題になりました

けれども、官ならではのなせることは、徴税権とか強制執行権とかを背景とした民にはで

きないことがあって、どうしても住民を説得することが容易でないときには、ある程度そ

ういう強制的な権限を行使していただいて、全体のために公益のために動いていただくこ

とが必要です。こういうことは自治体ないしは公共部門の重要な役割ということだと思う

のですが、受益と負担のあり方を考える上で、究極的には、民間にまかせれば受益と負担
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はおのず見合うようなところで民間が動くということになるでしょうから、そういう意味

ではできるだけ費用負担のあり方を考えるとか、そういうようなところは民間のほうに委

ねていくというようなことがあっていいのではないかと思います。 

○委員長 ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

○委員 特に都市圏の郊外において、スプロール的なものを縮退させなければいけないの

は、やはり大きな話としてはそのとおりなのだろうと思うのですけれども、せっかく作っ

た住宅地を農地に戻してしまっていいのかどうかというようなことも少し考えなければい

けないのではないかと思っています。そのために、どうやったら維持できるかということ

で参考になるのが、先ほどの保井委員のお話にもありましたSpecial Districtだと思いま

す。特にCommunity Development Districtのほうになると思いますけれども、こういった

ものをどうやって日本に根づかせていくかというのを本当に真面目に考えていかなければ

いけないと思うわけですね。 

 日本の場合は、郊外の新興住宅地は公的なものにしても、私鉄資本のものにしても、作

った後は売り放しで、後は知らないというような話なわけですけれども、共益費を今以上

に取るかどうかというのは別としても、その住民が主体になって共有部分を整備して、価

値を高めて、空き家だらけになるようなことを避けるという、それを今やらないと、住宅

需要が落ち込んで歯抜けになり始めた後ではなかなか難しいので、今こそ真面目にそこを

考えていく必要があるのではないかと思います。 

 今のところは、新興住宅地の自治会というのは、ゴミ出しの当番を決めるだとか、街灯

の電球を替えるという程度しか行わないわけですけれども、場所によってはもっとしっか

りとした自治会をやっているところがあるわけですよね。例えば極端な例かもしれないで

すけれども、田園調布や芦屋とかは、自治会が非常にしっかりしていて、建築協定をしっ

かり守らせて、価値を維持してきたということがあるわけですから、そういうノウハウを

しっかり伝えていって、住民自らが住宅地の価値を維持して高めていくというようなノウ

ハウづくりを早めにやっていく必要があるのではないかと思いました。 

○委員 私は大分という土地に住んでおりますので、どうしても大分の話になってしまう

のですが、５ページの右の部分に関しては、私どもの小さなまちもどうやったら交流人口

によってお金をいただき、そこで自立をできるような仕組みにしたらいいかとか、そうい

うようなことをそれぞれの地域で今考えてきていると思います。そのあたりで自分たちの

やるべきことは民間もわかり、行政とはいい関係でそれぞれの持ち分があると思うのです

が、この左の居住者の合理的判断の結果としてというところですが、今、私などから見る

と、私のまちは恵まれたところで、そこから３０分ぐらい行った村などは、人口と言える

ほどではなく、２０～３０人の集落になっていると。でも、そこでは村人は住み、次の世

代も戻って来ることもあり得るような中で、今までの何かを作ってくれという農村型では

なくて、今そこに住んでいる集落の人たちがどう暮らしていくかというのを非常に考えて

いるときではないかと思います。全くその集落が消えてしまう前に、今いろいろな方策が

とられている段階ではないかなという思いがありますので、住んでいる私などにとっては、

こういう合理的判断というような言葉とか、何かすごく違和感を持ってしまう現実があり

ます。 

 それから、二地域間で居住が進むようになれば、今、都市の方たちの団塊の世代の動き
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はよくわかるのですが、私などは迎える側ですから、そこがどういうふうに今から迎えて

いくかということがあります。地方では都市とはまた違う団塊の世代のライフスタイルが

ありますし、そういう視点からも必要ではないかと思いました。 

○委員長 どうもありがとうございます。 

○委員 どちらかというと郊外部においてはやや厳し目に抑えてという議論しているので

すが、もう一つ重要な点は、都心部において、むしろそういった場合によっては来る方を

受け入れるような、そういったような方向性も必要だと思うのです。つまり、そういう都

心部とか都市部における、例えば土地とか空間のある種の公共性といいますか、それがも

っと高まるというようなことで、そのための責務なり負担なりをやっぱりしていただく必

要があるということもセットで考えないとないと。例えば今のご発言は、どちらかという

と郊外部における厳しい現状があるわけですけれども、やっぱり国土全体としてそういっ

たものを受けとめていくのだというようなスタンスでいかないと、当然合意が取れるよう

な話ではないだろうと思いますので、その点は非常に重要かなと思います。 

 そういった意味では場合によっては主権的なものの制限もあるでしょうし、あるいは税

制上の負担のあり方もあるのかなと。そういった圏域と負担をきちんと対応づけて議論を

していかないと絵に描いた餅になってしまうので、そこの部分は是非入れていただくとい

いのかなと思います。 

○委員長 ありがとうございました。 

 まだいろいろご意見おありかと思いますけれども、まだ２月さらに続きますので、そこ

で改めてご意見を述べていただくか、あるいはまた、事務局へ直接お送りいただければと

思います。 

 今の件につきましては、特に都心部などを中心にして人口が減少していったりすると、

スラム化の問題も起きるが、それを防ぐためのＢＩＤという試みもあるかもしれないと思

いました。また、ＢＩＤは、江戸時代ですと、土地持ちあるいは家持ちが町費を払って、

いわば税を払って運営する。しかし、借家、間借り人は市民としての権利を持たないとい

うこともありましたので、これも加入者が限定されてくると、その住民の中にそこから権

利を行使できないというか、漏れてくるグループも出てくる可能性もなきにしもあらずだ

という印象を受けました。いろいろ課税の問題であるとか、今の主権の抑制の問題とか、

具体的にやろうとすると、それこそ絵に描いた餅というか、なかなか難しいという印象で

すけれども、いろいろ事例を提供していただいて検討していければと思います。 

それでは、本日の議事はこれで終了させていただきたいと思います。 

 

閉  会 

 

○委員長 最後に、今後のスケジュールについて、事務局からお願いします。 

○事務局 今年最後ですので、スケジュールの確認だけをしたいと思います。参考資料２

を後ろに付けておりますけれども、最初に参考資料の３ページ目から見ていただきたいと

思います。計画部会についてですが、この我々の専門委員会の親委員会ですが、２月～５

月にかけて各専門委員会からのもう一回検討経過報告と、あと我々の専門委員会は計画の

フレームを担当していますから、この計画のフレームについても行う予定です。４ページ
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目をお開けいただきたいと思います。日時は決まっていませんが、ライフスタイル・生活

については４月、それから、フレームについては５月の予定となっており、ここでご報告

をしたいと思っています。 

 ３ページに戻っていただきまして、各専門委員会の中間報告が６月に予定されておりま

す。我々はこれに合わせまして、２ページ目でございますけれども、今まで計６回やって

きましたけれども、２月、３月、４月、５月は、月１回ずつぐらい専門委員会を開催した

いと考えております。２月、３月については、日も設定させていただいております。先ほ

ど委員長からありましたけれども、時間が少ないものですから、是非個別に意見をお寄せ

いただければ大変ありがたいというのと、我々も委員の方に個別にいろいろご相談もして

いきたいと思っております。また、これと別個に、専門委員会のワーキンググループとし

て、経済や人口のフレームとか、それから各種のアンケート調査とか、それから住まい方

についても少し検討しようと思っています。これは別途動いているものですから、また、

そのあたりもご報告をしたいと考えています。 

 今年は本当にどうもありがとうございました。 

○委員長 どうもありがとうございました。 

 

                 （以上） 


